
学校保健に関する調査について（概要）

１．学校保健行政の政策立案に必要な情報について

○ 児童生徒等の発育及び健康状態の把握が必要。

① 児童生徒等の健康診断から得られる情報

学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）及び学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56
号）に基づき、学校において児童生徒等の健康診断が実施されている。

このため、下記事項については既に情報が存在し、学校保健統計調査の調査事項と

なっている。

児童生徒等の発育状態

身長、体重

児童生徒等の健康状態（疾患名/異常名での情報収集が望ましい） 
栄養状態，脊柱・胸郭の疾病・異常の有無並びに四肢の状態，視力，聴力，

眼の疾病・異常の有無，耳鼻咽頭疾患・皮膚疾患の有無，歯・口腔の疾病・

異常の有無，結核の有無，心臓の疾病・異常の有無，尿，その他の疾病・異

常の有無及び結核に関する検診の結果

② 児童生徒等の健康診断からは得られない情報

児童生徒等の健康診断から得られない情報については、下記の調査により情報収

集される。

A) 児童生徒の健康状態サーベイランス （参考資料１）

B) 保健室利用状況調査 （参考資料２）

２．学校保健に関する情報の収集における課題と対応案

○ 学校保健統計調査に関する課題

現場からは、毎年、同一の調査対象校が抽出されることを含む学校に負担がかかってい

ることに対する不満がある。

（対応案）調査精度を確保しつつ、現場の負担軽減にも配慮した標本設計を再検討

するため、有識者による研究会を立ち上げて議論。

○ 学校保健統計調査以外の調査に関する課題

児童生徒等の健康診断から得られる情報ではないため、別途調査のための作業が必要

となる。

（対応案）現場の負担を考慮し、既に調査対象数、調査期間等に配慮した調査として

いる。業務負担の観点からは、学校保健統計調査への一本化（調査項目追加）は困

難と認識。

資料１-２
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学 年
全 体小学校

１・２年生
小学校
３・４年生

小学校
５・６年生

中学生 高校生

性別
男子 １，１２１ １，３７７ １，３１９ ３，８４４ １，９９８ ９，６５９

女子 １，０８０ １，３３０ １，２８２ ３，６４７ ２，２２１ ９，５６０

合 計 ２，２０１ ２，７０７ ２，６０１ ７，４９１ ４，２１９ １９，２１９

1 � 調査目的
本事業は我が国の学童生徒の健康状態を、生活習慣病とそのリスク因子、メンタルヘルス、ア
レルギー疾患を中心として調査し、現状を分析することにより、健康教育、保健管理、保健行政
などに資することを目的として実施されている。日常の生活習慣、食習慣、運動習慣、メンタル
ヘルス、アレルギー疾患、身体計測値および検査値などについての調査により、現況を明確化し、
実態の解明や各種の施策・対応の方針確立のためのエビデンスを提供することを目的とする。

2 � 調査内容
調査内容は平成２６年度に実施された項目を基本的に継続することを原則とし、現状の把握のみ
ならず、経年的評価も可能とすることを目指している。調査の分野は「生活習慣病に関するリス
クファクター」、「ライフスタイル（運動、食事、その他を含む）」、「メンタルヘルス」、「アレル
ギー様症状」に分かたれる。このうち、メンタルヘルス、アレルギー様症状の２分野については、
調査項目が全面的に見直されている。その他の調査項目は一部を修正したが、その他は前回の調
査と同一の項目について調査を行った。これらを各分野の担当者を中心にして集計・解析を行っ
た。各分野の調査をまとめるに当たっては、学校教育、統計解析、前回調査にかかわった委員な
どにより検討を重ね、最終的に委員長が確認を行った。

3 � 調査対象
小学校、中学校、高等学校のサーベイランス協力校は全国２１都県の計１２３校であった。調査対
象児童生徒は、下表の通り総数１９，２１９人であった。

4 � 調査期間
平成２６年１２月～平成２７年２月

5 � 調査方法
⑴ 公益財団法人日本学校保健会はアンケート用紙等を、協力の得られた各都道府県の学校保健
会を経由して、教育委員会へ配布する。（一部は協力校に直送）
⑵ 協力の得られた各都道府県教育委員会は、協力校（小学校・中学校については、所管の市区
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町村教育委員会を経由）へ、アンケート用紙等を配布する。
⑶ 学級担任または養護教諭は別表にしたがい、すべてのアンケート用紙の最後のページの「都
道府県番号」、「学校番号」の欄に所定コードを記入する。
⑷ 学級担任または養護教諭は、アンケート用紙を調査対象の児童生徒に配布し、最後のページ
の「名前」の欄に、各児童生徒の氏名を記入させる。
⑸ ア 「ライフスタイル」に関するアンケート調査について、小学生は用紙を家に持ち帰り保
護者が回答し、中学生・高校生は学校にて生徒自身が回答する。
イ 「アレルギー様症状」に関するアンケート調査は、小学校・中学校・高校生とも、用紙
を家に持ち帰り保護者が回答する。
ウ アンケートの回答については、原則として土曜日、日曜日を除く平日の状態を記入する。

⑹ 学級担任または養護教諭は、児童生徒からアンケート用紙を回収し、それぞれの児童生徒の
身長、体重、血圧、腹囲等「生活習慣病のリスクファクター」に関する項目をアンケート用紙
に記入する。
⑺ 学級担任または養護教諭は、調査用紙の記入が完了したことを確認した後に、児童生徒の氏
名の欄を黒マジックインクで塗りつぶすか、切り取り線で切り取ることにより、調査対象と
なった個人が特定できないようにし、プライバシーを保護する。
⑻ 協力校は学校全体の調査用紙を取りまとめ都道府県番号および学校番号が記入されているこ
とを確認した上で、日本学校保健会に返送する。

第２章 児童生徒の健康状態サーベイランス調査の概要
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表１ ウェイトの算出

性別
回 収 母集団

ウェイト
実数 パーセント 実数 パーセント

小学校１年生
男 ５５０ ２．９％ ５５０，２３９ ４．６％ １，０００．４３

女 ５４５ ２．８％ ５２１，２２１ ４．４％ ９５６．３７

小学校２年生
男 ５７１ ３．０％ ５４７，６１７ ４．６％ ９５９．０５

女 ５３５ ２．８％ ５２１，１７６ ４．４％ ９７４．１６

小学校３年生
男 ５３０ ２．８％ ５３４，４２６ ４．５％ １，００８．３５

女 ５４９ ２．９％ ５０７，４０８ ４．３％ ９２４．２４

小学校４年生
男 ８４７ ４．４％ ５５１，７０９ ４．６％ ６５１．３７

女 ７８１ ４．１％ ５２５，０８７ ４．４％ ６７２．３３

小学校５年生
男 ６９２ ３．６％ ５６４，６１９ ４．７％ ８１５．９２

女 ６５５ ３．４％ ５３６，４２０ ４．５％ ８１８．９６

小学校６年生
男 ６２７ ３．３％ ５７５，４５３ ４．８％ ９１７．７９

女 ６２７ ３．３％ ５４６，０２１ ４．６％ ８７０．８５

中学校１年生
男 １，４２２ ７．４％ ５４９，５３６ ４．６％ ３８６．４５

女 １，３２７ ６．９％ ５１８，９７３ ４．４％ ３９１．０９

中学校２年生
男 １，３６２ ７．１％ ５５４，２０３ ４．７％ ４０６．９０

女 １，２９８ ６．８％ ５２２，０３０ ４．４％ ４０２．１８

中学校３年生
男 １，０６０ ５．５％ ５５７，００６ ４．７％ ５２５．４８

女 １，０１７ ５．３％ ５２５，５６６ ４．４％ ５１６．７８

高等学校１年生
男 ９４９ ４．９％ ３７１，８９７ ３．１％ ３９１．８８

女 １，０８８ ５．７％ ３７３，６０４ ３．１％ ３４３．３９

高等学校２年生
男 ７２２ ３．８％ ３５８，４１４ ３．０％ ４９６．４２

女 ７５４ ３．９％ ３６５，０５４ ３．１％ ４８４．１６

高等学校３年生
男 ３２７ １．７％ ３５４，６１５ ３．０％ １，０８４．４５

女 ３７８ ２．０％ ３６０，７１７ ３．０％ ９５４．２８

全 体 １９，２１３ １００．０％ １１，８９３，０１１ １００．０％

� 本調査における結果の集計方法
1 ウェイトを用いた集計
本調査の回収数は表１のとおりである。学校種／学年および性別の割合は、母集団におけるそ
れらの割合と比べ大きく偏っているところがある。そのため回収データをそのまま集計した結果
は、回収数が多い学年・性別の影響を大きく受け、歪んでしまうおそれがある。そこで本調査で
はウェイトを用いて、学年および性別の偏りを補正した集計を行っている。
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具体的には、まず第i児童生徒のウェイトwiは、その児童生徒の学年・性別の母集団サイズを
回収数で割って求める。

ウェイトwi＝母集団（実数）÷回収数（実数） ⑴

次に、各項目の平均や各選択肢の割合などは次式によって求める。

^＝
n


i ＝１
wiyi ／

n


i＝１
wi ⑵

ただしyiは、項目の平均を求めるときには第i児童生徒の値であり、割合を求めるときには第i児
童生徒が当該選択肢に該当していれば１、そうでなければ０という値をとる変数である。

yi＝｛１ 当該選択肢に該当している場合
０ それ以外の場合

⑶

2 集計結果を見るときの注意点
本調査ではウェイトを用いた集計を行っている。そのため報告書には、集計に用いた人数は記
載しているが、各選択肢を選んだ人数などは表示していない。また、児童生徒の健康状態サーベ
イランスは２年に一度実施される調査であり、時系列的な変化を捉えることが目的の一つであ
る。しかし平成２２年度以前の調査では本調査で用いたような補正は行われていないため、平成２２
年度以前の調査結果と本調査結果とを比較する際には注意が必要である。
なお、本調査の対象は学校をとおして選ばれており、児童生徒を直接抽出したものではない。
仮説検定等にあたってはこの点を考慮するため、以下の式を用いて標準誤差SE（ ^）を求めてい
る。

SE（ ^）＝ １
ni ＝１wi

�
m
m－１

m

a ＝１（ 

i ∈sa
wiyi－ ^ 

i ∈sa
wi）２ ⑷

ただしsaは第a学校で対象となった児童生徒を表し、調査対象の学校は全部でm校あるものとす
る。
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調査研究計画

１　調査の名称
　「保健室利用状況に関する調査」

２　調査の目的
　児童生徒をはじめ、教職員及び保健室の利用状況の実態から、児童生徒の心身の健康問題の把
握及び解決に向けた養護教諭の役割を明らかにするとともに、児童生徒の心身の健康づくりの推
進に資する。
　また、保健室の備品については、実態を把握するために調査する。

３　調査期間
　調査期間は原則として、平成23年10月の第１週（10月３日～７日）とした。

４　調査対象校
　全国（岩手県、宮城県、福島県を除く）の公立小学校・中学校・高等学校

５　調査対象者
　（１）　保健室に来室した児童生徒
　（２）　養護教諭

６　調査票・調査内容
　調査は、次の５種類の調査票を用いて実施した。
　（１）　様式１　保健室利用カード
　（２）　様式２　養護教諭の記録
　（３）　様式３　学校基礎調査
　（４）　様式４　教職員及び保護者の保健室利用状況
　（５）　様式５　保健室の備品に関する調査

様式１は保健室に来室した児童生徒が記入するものであり、それぞれの様式１に対応して養護
教諭が様式２に記入した。様式３から様式５は、調査対象校の属性を把握するために養護教諭が
記入した。

７　標本抽出方法
　調査を実施する学校は、校種ごとに都市規模と学校規模を層とした層化無作為抽出法で選び出
した。抽出校数はいずれの校種も1,300校とし、全体で3,900校とした。標本となった学校に養護
教諭が複数配置されている場合には、様式３から様式５に回答する養護教諭１名を学校内で無作
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為に抽出してもらった。抽出した学校は校種ごとに無作為に260校ずつの５グループに分割し、
各グループには調査対象曜日として月曜日から金曜日までのいずれか一日を割り当てた。各学校
では、調査期間中の割り当て曜日に保健室に来室した全ての児童生徒を標本とした。

８　回収数
　回収学校数は小学校1,111校（回収率85.5%）、中学校1,101校（回収率84.7%）、高等学校1,186校（回
収率91.2%）であった。※表－１児童生徒数（校種別・規模別）、表－２ 児童生徒数（学年・性別）
　回収学校において調査対象日に来室した児童生徒の総数（述べ人数）は小学校33,175名、中学
校29,500名、高等学校32,218名であった。

９　調査結果の見方
　結果に示す数値は、平成23年度学校基本調査における学校数および学年・性別在籍児童生徒数
を用いて母集団推定を行った結果である。調査項目ごとに無回答は除いてパーセントを求めた。
パーセントは小数点第２位を四捨五入したため、合計が100%とならないことがある。パーセン
トの0.0は四捨五入の結果0.0%となったことを表し、「―」は該当する者がいなかったことを表す。
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学校保健統計調査の概要

満５歳から17歳までの児童等の⼀部（抽出調査）調査対象

調査沿⾰

学校保健安全法により各学校で４⽉から6⽉に
実施される健康診断の結果に基づき，
 児童等の発育状態 … ⾝⻑，体重
 児童等の健康状態 … 疾病・異常の有無 を調査

速報値 12⽉ ／ 確定値 ３⽉

調査内容

昭和23年以降毎年実施 公表時期

発育状態 ５．0％

健康状態 ２4．9％

抽出率（平成28年度調査）

(695,600⼈)

(3,437,062⼈)

⽂部科学省⽣涯学習政策局政策課調査統計企画室

学校における幼児，児童及び⽣徒の発育及び健康の状態を明らかにする調査⽬的

⽂部科学省 － 都道府県 － 学校調査組織

学校健康診断の項⽬⾒直し等、学校保健⾏政施策の検討・⽴案のための基礎資料利活⽤

別添
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